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序章　ヨーロッパ精神文化とは

　「ヨーロッパとは何か」という問いに対し

て、これまでに数多くの書物が解答を呈示し

てきた。その中で一般的と思われるものとし

て、「ギリシャ・ローマの古典文化の伝統と、

キリスト教と、ゲルマン民族の精神と、３つ

のが歴史の流れのどこを切っても絡み合った

もの」という解答がある�１）。本小論はヨー

ロッパの精神文化の視点から、「ポーランド」

についての考察を試みることにする２）。

第１章　シュラフタ民主主義�３）

第１節　セイムとシュラフタ

　「シュラフタ民主主義」の民主主義とは、

近代で使う、全国民が享受する意味の民主主

義ではない。啓蒙思想家のルソーは、１８世紀

末のポーランドについて、「ポーランド国民

は、全てであるシュラフタ、無である町民、

無以下である農民の３つの身分からなる」と

述べている。シュラフタは所謂騎士階級で、

家柄と領地を有したが、ポーランドではシュ

ラフタ身分に属する者はその領地に係わらず

対等に扱われ、セイム（三分制議会）では同

じように１票を行使した。その為、この身分

に属する者は相互に平等であるとする意識が

強かった。詰まり、町民や農民を除いた貴族

の間では、平等だったことを「シュラフタ民

主主義」と称した。これは３００年以上続いた

制度でもある４）。

　ドイツ騎士団との１３年戦争のさなかの１４５４

年（～６６年）にポーランド国王カジェミシェ

４世はシュラフタの遠征拒否への対策とし

て、ニェシャヴァの特権を承認せざる得な
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かった�５）。この特許状は、新たな課税、立

法、動員について地方議会の事前の了承を条

件とするもので、議会によるポーランド王権

の立憲的制限の出発点となった。�ポーランド

では、この１４５４年から１７６４年或いは１７９５年ま

での国家形態は「シュラフタ共和国（ジェチ

ポスポリタ・シュラフェツカ）」と呼ばれてい

る。そして次のヤン１世の治世に二院制原理

が固まり、続くアレクサンドル治世下（在位

１５０１～０６年）に開催された１５０５年のラドム議

会で、国王は二院の同意なくしては法を制定

できないことが規定されて、二院制議会の存

在が公式に認められた。ニヒル・ノウィ〔���

��������］（セイムの同意なしに法の変更は行

わない由を定めたラテン語の条文の冒頭の２

語をとって条文名としてもの）が重要であ

る。

　そしてシュラフタ勢力の経済的地位の拡大

に伴い、シュラフタ層と大貴族との間で、権

力闘争が続けられた。ヤギェウォ朝断絶後の

空位期（１５７２～７４年）の１５７３年１月にワル

シャワで開催された議会で、貴族全員に平等

な国王選挙権と被選挙権を与えるという原則

が受け入れられた。選挙王は、最初の選出さ

れたポーランド王であるヴァロワ家のヘンリ

ク（在位１５７３～７４年）に因んで「ヘンリク」

条項と呼ばれた条件を認めなければなかった

ばかりか、自弁で一定の軍隊を装備したりす

る等の国家に対する義務を課せられた。

　１６５２年議会で、リトアニアのウビタ郡出身

のシチンスキという議員がリベルム・ウェト

を初めて行使して、議会を流会させた。この

リベルム・ウェト［��������	�
�、ラテン語］

はポーランドのセイムで行われた自由拒否権

で、一人の議員が反対すれば、審議自体が停

止した。消極的な満場一致制から確立した。

この拒否権が議会を機能不全に陥らせて、

ポーランドの国の存亡に係わった点も否定で

きない。しかし合意による国家の運営という

原則が広範な多民族国家の自己解体を防いだ

点も忘れることはできない。１７９１年の５月３

日憲法で多数決制が導入され、廃止された６）。

現代ではブキャナンの公共経済学でこの民主

主義的過程の経済学への応用が投票ルールを

通じての民主主義のコストと理解されてい

る。

第２節　円卓会議（１９８９年２～４月）７）

　ポーランド社会主義政権が行き詰まった

時、円卓会議が開催された。１９８９年２月から

開催されたこの円卓会議は、ポーランドの行

く末を案じた、あらゆる階層の代表者が、こ

の国をどうやったらよいかを話し合う場で

あった。当時の社会主義政権下で、与野党の

立場の人が、参加者に上下関係がなかったこ

とは画期的事件である。この円卓会議の決定

に基づいて同年６月の東欧で最初の自由選挙

が挙行された８）。そして同年８月２４日戦後初

の非共産党政権が誕生した。ここでも「シュ

ラフタ民主主義」の伝統が生きている。たと

え、時の社会主義政権と反対の政党が選挙で

勝っても、武力をもちいて、その結果を覆さ

ない原則が確立された。

第２章　ヨーロッパの砦９）

第１節　モンゴル来襲（１３世紀中葉）

　１２４０年１１月モンゴルの将軍バトゥはキエフ

公国（ロシア）を撃破し、その支配下に置い

た。モンゴル軍に敗退したクマン人とロシア

人の諸公をポーランドとハンガリーが受け入

れたことから、両国に対するモンゴル軍が

ヨーロッパへ侵略した理由であった。翌レー

グニッツァの戦いで、ポーランド・ドイツ騎

士団連合軍は完敗した。ポーランドのシロン

スク公ヘンリク２世は麾下［きか］のチュー

トン騎士団長・団員９名を含む５００名の重騎

兵とともに戦死した。本国のオゴタイの死去

で、モンゴル軍はロシア以西の全占領地（ブ

ルガリアとモルドヴァに太守を残したのを例
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外に）を放棄して撤退した。当時の強国ハン

ガリーとポーランドがバトゥの侵攻を辛うじ

て食い止め、ヨーロッパへの侵略は止まっ

た。これらのことからポーランドがヨーロッ

パのキリスト教国として、「ヨーロッパの砦」

として、ヨーロッパを死守した意義は大き

く、このことが、ポーランド人のヨーロッパ

人としての自負に繋がっている。もうひとつ

の事件はオスマン・トルコのヴィーン第２回

包囲である。

第２節　第２回ヴィーン包囲１０）

　１６８３年７月～９月の２ケ月間ヴィーン

（ウィーン）はトルコ軍に包囲され、ヨー

ロッパの危機が勃発した。２万５千人で編成

された軍隊を率いたポーランド国王ヤン・ソ

ビェスキ（在位１６６９－９６年）は、トルコに対

抗して同盟を締結したオーストリアのヴィー

ンに急行した。彼は全部で７万５千人のポー

ランド─オーストリア─ドイツ連合軍の指揮

を執り、同年９月１１日未明カーレンベルクの

尾根より、１８万５千人のカラ・ムスタファの

率いるトルコ軍に襲いかかり、遂にヴィーン

城の包囲が解除された。この勝利に対して、

ポーランドの重装騎兵が、他の武装部隊の歩

兵隊と騎兵隊と効果的に協力し合い、重要な

役割を果たした。トルコ軍の陣地は全て、勝

利者の手に落ちた。ソビェスキとポーランド

人に対して皇帝が示した遠慮や敵意は、とも

かく、ヨーロッパ中に広まっていたポーラン

ドへの名声でかき消された。ローマのヴァチ

カン美術館にソビェスキ王ヴィーン会戦の迫

力ある画が展示されており、クラクフの

ヴァールヴェル城にはソビェスキ王勝利を感

謝してローマ法王から贈られた、真珠で鳩を

刺縫した赤いビロードの帽子や、ルイ１４世か

ら贈られた金糸模様を配したガウンが保存さ

れている１１）。ヴィーン郊外のカーレンベル

クの丘の教会では、今日でもポーランド語で

ソビェスキ王の祈祷が行われている１２）。

第３章　カトリック文化１３）

　ヨーロッパの宗教は大きくキリスト教とイ

スラム教からなる。キリスト教はカトリッ

ク、ギリシャ正教、プロテスタント、ユニエ

イトからなる。カトリック（旧教）はイタリ

ア、フランス、ドイツ南部、オーストリア、

スペイン、ポルトガル、ベルギーそしてポー

ランド、リトアニア、クロアチア、スロヴェ

ニアに普及している。現ローマ法王のヨハネ

ス・パウルス２世（在位１９７８年～）はポーラ

ンド人である。

　カトリック文化圏は、ラテン語の聖書を基

に布教された関係からラテン文字が普及して

いる。ポーランドは政治的強化の必要性から

キリスト教を採り入れた。対外的に、西の強

国（フランク王国）と同じキリスト教を信仰

することにより、同国の侵略の大義名分［非

キリスト教国（蛮族）退治］を打ち砕く為で

あり、対内的には国民の統治の実行性を高め

る為であった。

　ポーランドは、同じスラヴ系ではあるが、

ロシアとは異なり、西欧と同じ文化圏にある

ことを銘記する必要がある。トルコは��

（��）加盟申請を１９８７年４月にしているのに

係わらず、その後申請したオーストリア、ス

ウェーデン、フィンランドに先に加盟され、

又ポーランド等に先にヨーロッパ協定を締結

されてしまった。国内のクルド人に対する人

権抑圧問題もあるが、トルコがイスラム文化

に属していることが大きく影響していると考

えられる。

　サミュエル・ハンチントンによると、西欧

のキリスト教をイスラム教徒及び東方正教会

（ギリシャ正教）系の人々と分ける、歴史的

境界が存在する１４）。

　この区分によれば、ポーランドは「西欧」

文化圏に属する。

　ポーランド人はロシア人と同じスラヴ人で

あり、民族的類似性が近いことになるが、宗

�� 木村武雄：ヨーロッパ精神文化とポーランド

―　２１３　―



教的・文化的には、カトリック国であるフラ

ンス、イタリア、スペイン等に親近感をもっ

ており、連帯意識が強い。

　ポーランドを始めとするヴィシェグラード

諸国が、予想を越えるスピードで、��に接

近できたのは、文化圏が共通することと、決

して無縁ではない。

第４章　国家の存続と教育１５）

　ポーランドが地図上から無くなる１７７２・

１７９３・１７９５年の所謂ポーランド三分割の出来

事があった。ポーランドの最後の国王スタニ

スワフ・アウグスト・ポニャトフスキはポー

ランド分割を受け入れる交換条件として現存

する様々な教育機関の代わりに、ひとつに統

合された教育システム〔国民教育委員会〕を

設置することが認められた。彼はポーランド

が政治的に没落しても、文化的に生き残る可

能性に賭けた。以後２０年間に、国民教育委員

会はイエズス会の解体で人材を得ることによ

りおよそ２００の世俗の学校を作り、その多く

は「共和国」が崩壊しても存続した。教師が

新たに育成され、ポーランド語による教科

書、文学、科学、近代音楽の本が元イエズス

会の修道士により作られた。彼は又日記に次

のように書く記している。「もし、今から２００

年たっても自分をポーランド人であると名乗

る人間が残っているなら、私のしたことは無

駄ではなかったことになる」。ポーランドは

確かに滅ぼされたが、文化は滅びなかった。

国民教育委員会は解散させられたが、その理

念は、ロシア帝国の西方領域となった地区に

受け継がれた。啓蒙思想家であるチャルトリ

スキ公の統率のもと１８２５年迄存続し続け、聡

明なポーランド人の愛国者、詩人、知識階級

を育てた。（ノーマン・ディヴィス『ヨーロッ

パ』Ⅲ６５�６６頁）。

第５章　政治思想と��理念

第１節　ヤギェウォ朝１６）

　ヤギェウォ朝（１３８６～１５７２年）の時、ポー

ランドは最盛期を迎えた。この時期の支配階

層は、ポーランド人、リトアニア人、ウクラ

イナ人、ドイツ人等の雑多な民族からなって

いた。民族を問わず１つの政治体制に帰属す

ることが「ポーランド人（国民の意味を含

む）」であることであった。「ポーランド人」

のコスモポリタン的性格は、この時期に形成

された。公用語も長い間ラテン語が用いられ

た。ヨーロッパの中央で、広範囲に渡る共通

の政治・経済体制、言わば小��が具現され

た時代でもあった。ポーランド人の「コスモ

ポリタン的性格」の民族性は、このヤギェ

ウォ朝の時代に形成された。

第２節　５月３日憲法（１７９１年）�１７）

　政治優位（貴族優位）の歴史が営まれ、経

済がある程度発展しても、政治的不安定の

為、その経済の持続が不可能になり、ひいて

は、国の滅亡も禁じえなかった。政治が不安

定でも、政治思想は同時代のそれと比較して

も高度だった。三分割最中の１７９１年の５月３

日憲法は好例である。８７年のアメリカ合衆国

憲法に遅れるものの、９１年９月制定の第一次

フランス憲法の先駆をなし、近代ヨーロッパ

憲法史上の偉業の１つとされる１８）。

　１８世紀の三分割は、ポーランドが進歩的民

主主義国だった為隣国三国の干渉を招いた結

果でもあった。彼らは、ポーランドを危険視

し、民主主義は彼らの専制政治を打破する思

想と思われた為であった。ポーランドは早す

ぎた民主主義の国だった。これは中世のシュ

ラフタ民主主義の伝統でもある。

　ヤギェウォ朝後２００年の隆盛は、貴族制の

変質の過程で、貴族が外国勢力との結託で、

貴族の特権保持を優先した為、ポーランドの

国家の終焉でついえ去った。
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第３節　ポーランド社会主義政権１９）

　冷戦体制の東欧において有効だった社会主

義は、結局カトリックを基盤とした民主主義

的国民性をもつポーランド国民の体質に合わ

なかった。

　ハンガリー動乱や「プラハの春」の後の

ポーランドは、ソ連から政治的譲歩を引き出

した。前者は、ソ連のポーランド内政不干渉

を導き出し、後者は、ポーランドで「プラハ

の春」が起きた場合、西側の干渉をソ連側に

認めさせた（１９７５年７月のヘルシンキ宣言）。

ヘルシンキ宣言により、８０年代の連帯運動は

人権擁護の点から担保された意義は大きい。

　資本主義政治体制は、独裁政権を除き、基

本的には、民主主義的選挙を通じて政権交代

が図られる。しかしながら、社会主義政治体

制は、内部の権力闘争による以外で政権交代

することはなかった。しかも同体制は、情報

を統制することにより、外国からの影響も極

力抑えられていた。１９７０年１２月ポーランドの

食料品値上げ反対に端を発した住民運動は、

ゴムウカ政権を退陣に追い込んだ。これはソ

連を始めとする他の社会主義諸国にも衝撃を

与え、以後生活必需品の値上げは、住民の反

発を比較考慮して、政策実施をするようにな

り、財政赤字をますます増加させる原因に

なった。

　ポーランドの社会主義政権は、１９７８年ヨハ

ネス・パウルス２世がローマ教皇に就任する

と、カトリック教会を国民の政治の安定化の

為に利用した。カトリック教会の介入により

一種の聖域が生まれた。それによって、連帯

運動の指導者が逮捕されても、命が守られ

た。体制転換まで、民主主義の御旗である連

帯運動の幹部の生命が守られたことは、重要

な意義をもつ。この連帯運動も結局、ポーラ

ンド人の「政治優位性」の民族性そのものと

いってよい。

第６章　体制転換とヨーロッパ思潮２０）

　アメリカの週刊誌『タイム』の１９９０年１月

１日号はプラハ市中に東欧の政治的激変につ

いて次のような貼り紙が出ていたことを紹介

している２１）。

　「一党独裁が崩壊するまでに要した時間：

ポーランド１０年、ハンガリー１０ケ月、東ド

イツ１０週間、チェコスロヴァキア１０日、ルー

マニア１０時間」。これは勿論比喩がが、ポー

ランドが政治的には最も時間がかかったこと

は、事実である。国内のコンセンサスができ

るまで、つまり民主主義が確立するまで、多

くの時間がかかった。かかった時間が多いほ

ど、経済発展が長期的になる。この政治的収

穫は、経済の根底を支える。チェコは体制転

換当初は経済の発展性が窺えたが現在は停滞

している。性急な底の浅い政治的合意をした

ために頓挫しているのである。

　またポーランドは、歴史的にみると、確か

に経済の発展よりも政治の方が優越してい

た。

　これはまたヨーロッパの思潮の一貫でもあ

る。��の母体となったのは、１９５２年８月の

発足の����（欧州石炭鉄鋼共同体）の経済

統合であることはよく知られている。この

ヨーロッパ統合の政治的意義は強調してもし

過ぎることはないくらい重要である。ヨー

ロッパは、最大の不安要因となっていた「い

かなる物理的に不可能」とされていた、資源

確保を背景とするドイツとフランスの対立

も、解消され、所謂不戦共同体を築くことに

成功した。政治的枠組みを完成したことによ

り、経済発展の素地が構築された。��の、

経済合理性より政治的安定を優先する方針

は、東ドイツ統合、９９年の��の通貨統合で

予想より多い１１ケ国の参加を、実現した。ま

た��加盟交渉の最終局面で、政治大国の面

目躍如といったところで、ポーランドは、多

くの譲歩を獲得した。

�� 木村武雄：ヨーロッパ精神文化とポーランド

―　２１５　―



　この意味に於いて、ポーランドは最もヨー

ロッパ的国なのかもしれない。
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月。

１０１�田中　宏「��の南東欧政策と戦後復興計画構

想の比較検討」『立命館大学人文科学研究所紀

要』№８０，２００２年１０２田中宏「「経済くらべ学」

学び始め」『立命館経済学』５１巻，２００２年１０月。

１０３�槌屋治紀『調べてみよう　エネルギーのいま・

未来』岩波書店，２００３年。

１０４�常木　淳『公共経済学』新世社，１９９０年。

１０５�都留重人，中村達也他訳『制度派経済学の再

検討』岩波書店，１９９８年。

１０６��．�ディヴァンイン他編，木田　元監修『２０世

紀思想家事典』誠信書房，２００１年。

１０７�富浦英一『戦略的通商政策の経済学』日本経済

新聞社，１９９５年。

１０８��・トッド，石崎晴己他訳『新ヨーロッパ大全

Ⅰ・Ⅱ』藤原書店，１９９２�９３年。
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１０９�中村慎助他編『公共経済学の理論と実際』東洋

経済新報社，２００３年。

１１０�中村　正編『日英中・経済・貿易用語大辞典』

東方書店，１９９３年。

１１１�中村雄二郎『哲学入門』中公新書，１９６７年。

１１２�中山幹夫他編『ゲーム理論で解く』有斐閣ブッ

クス，２０００年。

１１３�西研『哲学のモノサシ』���出版，１９９６年。

１１４�日本交通公社『六カ国語会話２ヨーロッパ・ソ

連編日英独仏伊露』改訂，１９８４年。

１１５�二村秀彦他著『ロシア経済１０年の軌跡』ミネル

ヴァ書房，２００２年。

１１６�ロバート・バートレット，伊藤誓他訳『ヨー

ロッパの形成』法政大学出版局，２００３年。

１１７�グラハム・バード，秋葉弘哉訳『国際マクロ経

済学』文真堂，２００１年。

１１８�イシュトヴァーン・パップ編『ハンガリー語・

日本語＝日本語・ハンガリー語経済用語辞典』

聖イシュトヴァーン大学，２０００年。

１１９�花井等他著『論文の書き方　マニュアル』有斐

閣アルマ，１９９７年。

１２０�羽場久美子編『ロシア革命と東欧』彩流社，

１９９０年。

１２１�濱川祥枝編『クラウン独和辞典』三省堂，１９９１

年

１２２�樋口昌幸『英語論文表現事典』北星堂書店，

１９９９年。

１２３�日引聡他著『入門　環境経済学』中公新書，

２００２年。

１２４�平出价弘編『経済フランス語辞典』白水社，

１９９２年

１２５�福田茂夫他編著『世紀転換期の国際政治史』ミ

ネルヴァ書房，２００３年。

１２６�藤田栄一『経済記事の英語』荒竹出版，１９９９

年。

１２７�藤田斉之『英作文・英語論文に克つ─英語的発

想への実践』創英社／三省堂書店，２００１年。

１２８�藤本滋之『やさしく書ける英語論文』松柏社，

２００２年。

１２９�藤原書店『別冊環⑤ヨーロッパとは何か』藤原

書店，２００２年。

１３０�ジョン・ブリュア，大久保桂子訳『財政＝軍事

国家の衝撃』名古屋大学出版会，２００３年。

１３１�細野昭雄・細野ソニア『経済スペイン語の入

門』白水社，１９８４年。

１３２�本間精一『ポーランド未だ滅びず』東洋出版，

１９９８年。

１３３�マーチャーシュー，関恒義監訳『近代経済学

の歴史』上下，大月書店，１９８４年。

１３４�前川俊一『不動産経済学』プログレス，２００３
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年。

１３５�マルク・ラエフ，石井規衛訳『ロシア史を読

む』名古屋大学出版会，２００１年。

１３６�松井恵美他著『和英表現辞典』大修館書店，

２００３年。

１３７�松本　正『経済フランス語』第三書房，１９７１

年。

１３８�松本　正『実務に役立つ経済フランス語』第三

書房，１９７１年。

１３９�間宮陽介『ケインズとハンエク＜自由＞の変

容』中公新書，１９８９年。

１４０�ルートヴィヒ・フォン・ミーゼス，村田念雄訳

『ヒューマン・アクション』春秋社，１９９１年。

１４１�南　亮進『日本の経済発展　第３版』東洋経済

新報社，２００２年。

１４２�村上泰亮『反古典の政治経済学　上・下』中央

公論社，１９９２年。

１４３�森川和夫編著『キーワードで引く経済英語表

現事典』研究社，２００３年。

１４４�森嶋通夫『思想としての近代経済学』岩波新

書，１９９４年。

１４５�藪下史郎『非対称情報の経済学』光文社新書，

２００２年。

１４６�山本　拓『計量経済学』新世社，１９９５年。

１４７�山脇直司『ヨーロッパ社会思想史』東京大学出

版会，１９９２年。

１４８�湯浅赳男『世界の哲学・思想のすべて』日本文

芸社，１９９７年

１４９�フリッツ・�・デ・ヨング編著　山下博編訳

『四カ国語　英・仏・独・日　経済用語辞典』

原書房，１９９３年
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１５０�ラヴレエ『経済学の基礎知識』尾上頁五郎訳

注，１９５５年。

１５１�李　家源他監修『東亜漢韓大辞典』東亜出版

社，１９９０年。

１５２�呂　叔湘主編『中国語文法用例辞典』東方書

店，改訂版２００３年。

１５３�早稲田大学出版部編『卒論・ゼミ論の書き方

［第２版〕』２００２年。
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